
消防防災無線IP化に伴う県側設備改修工事に係る 

一般競争入札公告 

 

 山梨県防災局防災危機管理課が発注する消防防災無線 IP化に伴う県側設備改修工事は、

一般競争入札により行いますので、地方自治法施行令第１６７条の６第１項の規定により

公告します。 

 

  平成３０年１２月６日 

                          山梨県知事 後藤 斎 

 

１．一般競争入札に付する事項 

（１）名称及び数量 

消防防災無線IP化に伴う県側設備改修工事  一式 

（２）工期 

契約日の翌日から平成３１年３月１５日 

（３）仕様等 

仕様書で定めるとおり 

 

２．一般競争入札の参加資格 

（１）山梨県における公共事業の入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者及び同条第２項の規定に基づき山梨県の入札参加の制限を受けていない者であ

ること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、当該手続開始の決定の後に山梨県建設工事等入札参加資格

に係る再認定取扱要領（平成１９年６月２０日施行）により入札参加資格に再認定

を受けた者であること。 

（５）公告の日以降に山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３年

４月１日施行）に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（６）公告の日の６月前の日以降に手形及び小切手の不渡りを出した者でないこと。 

（７）公告の日の２年前の日以降に不渡りによる取引停止処分を受けている者でないこ

と。 



（８）建設業法に基づく適正な技術者１名を配置できる者であること。また、配置する

技術者については、当該建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し

込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、継続した雇用関係があること）がなけれ

ばならず、配置技術者の工期途中での交代は、死亡、傷病又は退職等、県が認める

理由のほかは、原則として認めない。 

（９）国又は地方公共団体の発注する同様の設備の元請実績を有する者であること。 

（10）設置する機器等に係るアフターサービスを適切に提供できるものであること。 

（11）この公告に示した業務を確実に完了できると知事が判断した者であること。 

 

３．入札手続等 

（１）契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先 

郵便番号４００－８５０１ 山梨県甲府市丸の内一丁目６－１ 

山梨県防災局防災危機管理課 情報通信担当 電話０５５－２２３－１４３３ 

（２）入札説明書等の交付方法 

この公告の日から平成３０年１２月１９日（水）までの山梨県の休日を定める条

例（平成元年山梨県条例第６号）に定める県の休日（以下「県の休日」という。）を

除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで３の（１）の場所

において交付する。 

（３）入札参加資格確認申請書の提出方法 

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に示す入札参加資格を満た

すことを証明する書類を、この公告の翌日から平成３０年１２月１９日（水）まで

の県の休日を除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに、

３の（１）の場所に持参又は郵送（書留郵便：１８日までに必着）し、この入札に

参加する資格のあることの確認を受けること。 

（４）入札及び改札の日時及び場所 

実施日  平成３１年１月７日（月） 午前１１時～ 

場 所  甲府市丸の内1丁目６－１ 

山梨県庁 防災新館 ４１２会議室 

（５）入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので入札者は、消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

（６）入札の無効 

この公告に示した一般競争入札の参加資格のない者の行った入札、入札条件に違



反した者の行った入札、入札者に求められる義務を履行しなかった者の行った入札、

その他山梨県財務規則（昭和３９年山梨県規則第１１号。以下「規則」という。）第

１２９条各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

（７）落札者の決定方法 

入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格で入札した者を落

札者とする。 

 

４．その他 

（１）契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金 

免除 

（３）契約保証金 

免除（ただし、履行保証保険契約を締結し、直ちにその保険証券を契約担当者に

寄託すること） 

（４）契約書作成の要否 
要 

（５）最低制限価格 
無 

（６）前払金 
無 

（７）その他 
詳細は、入札説明書による。 


